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１． はじめに 
 
 日本と台湾は緊密な経済関係に留まらず、民主主義や自由、人権などの価値観でも共有
するものが多く、かつ歴史的にも縁が深い。1972 年の日中国交正常化に伴い、日本は台湾
と断交したものの、日台の民間レベルにおいては経済や文化、人的交流など様々な分野で
良好な関係を維持してきた。2012 年春から注目されたシャープと台湾の鴻海精密工業（EMS
世界最大手）との資本提携をめぐる動向に象徴されるように、日台企業のビジネス関係が
新たな局面を迎えている。また、近年における日本の貿易構造の変化とアジア域内におけ
る国際分業体制の構築が進む中で、日本とアジア地域、とりわけ中国や台湾を含む大中華
圏との経済交流が日増しに活発化しており、双方の企業間の相互補完関係の構築によるビ
ジネス関係の深化、企業間のビジネスアライアンスの重要性が高まっている。 
本稿では、日台間の貿易、投資、人的交流の現状と緊密化する中台経済関係の実態を踏
まえ、これまで構築されてきた日台企業間の緊密な関係に基づいた新たなビジネスアライ
アンスの可能性について考えてみたい。 
 
 
２．日台経済関係の現状 
 
2.1 貿易・投資関係 
日本は、台湾にとって第 2 位の貿易パートナーである。2011 年の日台間の貿易総額は 700
億米ドル（台湾から日本への輸出額は 182 億米ドル、日本からの輸入額は 522 億米ドル）を
超え過去最高となった。2011 年の台湾貿易統計（台湾財政部統計処）によると、台湾の輸
出総額に占める日本の割合は 5.9％と、中国（香港を含む）・米国に次いで第 3 位となって
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おり、輸入総額に占める割合は 18.5％と前年に続き第 1位となっている（図１．図 2参照）。 
 
 
 1990 年から 2011 年までの日台貿易の推移を見ても、2008 年秋の米国発の世界金融危機
の影響を受け貿易関係が大幅に縮小した 2009 年を除き、ずっと増加傾向にある（図 3を参
照）。 
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更に、2011 年 9 月には
日台間では投資協定が締
結されたことをきっかけ
とし2011年の日本企業に
よる対台湾投資件数は
441 件（投資額は 4.5 億米
ドル）と過去最高（図 4
参照）するなど、日台経
済関係は一層緊密化する
様相を呈している。 
 
2.2．日台間の人的交流 
こうした日台の経済関係の緊密化に伴い、相互の人的交流も活発となっている。過去 5
年間の日台双方の人的交流の状況からみると、2009 年の世界金融危機と 2011 年の東日本大
震災の影響で若干減少
した以外は、増加傾向が
堅調に推移している（図
5参照）。 
こうした中で、2011
年 11 月に日台間で締結
されたオープンスカイ
協定により、2012 年か
らは台北市と鹿児島市、
静岡市、富山市などの間
に新たな航空路線が開
かれ、双方の人的往来がますます盛んになっている。台湾交通部観光局の統計によると、
2012 年上半期（1～6 月）の訪日台湾人観光客数は約 73 万人で、訪台日本人観光客数は約
71 万人となっており、双方の人的往来の規模は 2011 年通年の約 250 万人を大きく上回る勢
いである。 
このように、日台関係は貿易や投資など経済関係の緊密化と共に、人的往来も活発化し
ており、日台関係は新たな段階に入ったと言えよう。 
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（出所）台湾経済部投審会
３．中台経済の一体化 
 
3.1 中台関係の改善に伴う経済・人的交流の拡大 
1990 年代以降、台湾政府は台湾企業による対中投資活動に関し段階的に規制緩和を実施
したことを契機とし多くの台湾企業が中国に進出した。今日に至っては、台湾企業による
中国への累計投資額は 1,000～1,500 億米ドル、投資件数は 8 万件と言われている。2011
年に中国海関総署傘下の『中国海関』誌が発表した「2010 年の中国の輸出企業トップ 200
社」のうち、上位 20 社のうち 13 社は台湾企業に占められている。台湾企業は、中国にお
いて進めてきた産業集積や台湾企業間のネットワークを活用した事業展開を行っており、
中国市場における台湾企業のプレゼンス拡大と共に、中国の経済発展に大きく寄与し中国
にとって非常に重要な存在となっている。 
2008 年 5 月に誕生した台湾の馬英九政権は対中融和策を講じ、台湾のハイテク産業の対
中投資を大幅に緩和する
と共に、2010 年には中国
全土を対象に台湾への団
体旅行を開放した。その結
果、台湾経済部投審会が発
表した 2010 年の統計によ
ると、台湾企業の対外投資
のうち、中国大陸は全体の
8割を超えている（図 6参
照）。 
人的交流においては、
2010 年の訪台中国人観光客数は 163 万人に達し、日本人（108 万人）を抜いて、初めて訪
台観光客の送り出し国・地域別のトップとなり、同年の台湾人観光客数は 514 万人に達し
た。更に、中国に進出した台湾企業は現地で雇用する中国人従業員数は 1,200 万人を超え、
中国大陸で居住する台湾人は 100 万人に上るなど、中台関係の改善に伴い、経済や人的交
流が活発となっている。 
 
3.2 ECFA の締結と中台経済の一体化 
2010 年 6 月、中台間で FTA（自由貿易協定）に相当する「中台経済協力枠組協議：ECFA= 
Economic Cooperation Framework Agreement）」が締結され、同年 9月に発効された。   
ECFA の主な内容は、中台双方間の「貿易と投資の自由化」「経済協力」「アーリーハーベ
スト（早期関税撤廃）」、「その他（紛争処理等）」の 4 分野から構成されており、以下で述
べる特定品目の関税撤廃は 2011 年 1 月から段階的に開始している。 
中国側は、557 品目の物品の関税引き下げと 11 業種のサービス業の投資開放を実施し、
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台湾側は 267 品目の物品の関税引き下げと 9 業種のサービス業の投資開放を行うものであ
る。中国側から見た場合、関税引き下げ対象品目は、2009 年の台湾からの輸入総額の 16.1％
（約 138 億米ドル）に相当する。一方、台湾側から見た場合は、関税引き下げ対象品目は、
2009 年の中国からの輸入総額の 10.5％（約 29 億米ドル）に相当し、中台双方の関税引き
下げ対象品目は 2013 年 1 月 1 日よりすべてゼロ関税となる。 
台湾は、中国・ASEAN 間の FTA が 2010 年に発効され、アジア太平洋地域の経済連携が進
んでいることを受けて、中国と経済面で連携することで台湾経済の孤立化を回避し、さら
には ECFA をきっかけとして日本や米国、シンガポール等の主要貿易相手国との FTA に繋げ
たい意向であり、アジア地域におけるプレゼンス向上・競争力強化に期待をかけている。 
2012 年 8 月、台湾の対中国交流窓口機関、海峡交流基金会（江丙坤理事長）と中国側の
海峡両岸関係協会（陳雲林会長）の第 8回トップ会談が台北市内で行われ、中台投資保護・
促進協定と中台税関協力協定が締結された。今後、台湾企業の中国大陸への投資活動が後
押しされ、中台経済の一体化に更に強まることが考えられる。従って、中台経済の一体化
は、今後における日台ビジネスアライアンスの多様化と新たなビジネスアライアンスの可
能性につながるものであり、日本企業にとっては重要な意味を持ち、大いに注目される。 
 
 
４．新しい日台ビジネスアライアンスの可能性 
 
4.1 日台ビジネスアライアンスの歩み 
日本企業は、これまでも台湾企業との間で時代やニーズに合わせた様々な形でのビジネ
スアライアンスを試みてきた。1960 年代後半～1970 年代においては対外輸出基地として
台湾を活用し、その後 1980 年代から 1990 年代前半までは、第三国での日台企業協力を推
進して来ました。更に 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけては相互補完の協力関係を
強化する形でビジネス展開を図ってきた。 
近年の日本の貿易構造は、かつての米国一辺倒の時代からアジア、中華圏、中国へとシ
フトするなど、大きな転換点を迎えている。日本の輸出に占める米国の割合は、1990 年の
32％から 2011 年は
17％へ縮小している
のに対し、アジアは
31％から 56％へ、中国
は 2％から 20％、大中
華圏は 16％から 34％
へ拡大している（図７
参照）。 
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一方、日本の輸入に占める米国の割合を見ても、1990 年 22％から 8％へ大きく低下して
いるのに対し、アジアは 29％から 45％へ、中国は 5％から 22％へ、大中華圏は 11％から
25％へ拡大している。（図 8参照）。   
 
その意味で、中台経済の一体化、更には大中華経済圏という新たな局面を迎えた今日に
おいて、日本企業は世界経済の牽引役として「世界の工場」に留まらず、「世界の市場」と
しても注目されている中国大陸で確固たる地位を確立している台湾企業との新たなビジネ
スアライアンスを模索する必要があろう。 
台湾を中国大陸の市場へ進出するゲートウェイとして位置づけ、中台間で自由貿易を柱
とした ECFA を活用し、中国への進出に留まらず、香港やシンガポールまで含めた大中華経
済圏を一体の経済圏として捉える必要があろう。 
 
4.2 日台企業の相互補完関係の構築と新しいビジネスアライアンス 
日台企業は、台湾を介した中国市場の開拓ルートを切り開く際に台湾企業との連携が重
要である。上述したように、中台経済の一体化と自由貿易圏の形成を柱とした ECFA が締結
されたこと、日台企業は補完関係が成立すること、台湾政府が日台ビジネスアライアンス
を積極的に推進していること、そして何よりも台湾には日本人に親しみを感じている人が
多いことなどがビジネスを進めていく上でプラスの効果をもたらすと考えられる。交流協
会が 2010 年に実施した「台湾における対日世論調査」によると、「最も好きな国・地域」
が「日本」との回答率は 52％でトップになっており、台湾人の対日関係は良好である。 
中国市場において、日台ビジネスアライアンスを展開する際、日台企業双方の優位性
を発揮し相互補完関係を構築することは大前提となる。 
 台湾企業の優位性は、 ①グローバルバリューチェーンの構築力 、②日本との高い親
和性 、③人的ネットワークと交渉力 （中国の地方政府とのパイプ）、④一定の技術力とス
ピーディかつ安価な大量生産体制、 ⑤現地ニーズに合わせた製品やサービスのカスタマイ
ズ力 、⑥中国における豊富な事業展開実績（中国全土への深い刺さり込み）、⑦政治や社
22%
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図８ 日本の対外輸入に占める主要国地域別
シェア（％）
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（出所）日本財務省貿易統計
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会変化への柔軟性、⑧大半は同一民族（言語・文化・習慣）などが挙げられる。 
一方、日本企業の優位性としては、①技術研究開発力、②品質管理力、③グローバルブ
ランド力、④世界的信頼性の高さ、⑤組織管理力・工程管理力・内部統制制度などが挙げ
られる。 
図９で示したように、日台企業は、製品の研究開発から調達、生産、マーケティング、
流通、販売、アフターサービスに至る過程において、相互の優位性を発揮した役割分担が
ビジネスアライアンスの成功のカギを握る。台湾から部材や部品を調達し、台湾市場での
テストマーケティングを行った上、日本からの製品の提供や技術の移転、そして台湾の海
外展開ネットワーク活用した中国やアジアにおける国際分業体制の構築、中国やアジア新
興市場へとつながるバリューチェーンの整備が必要であろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これまで、台湾向けの製品やサービスを提供してきた日本企業は、台湾での事業活動で
得たノウハウやパートナー、人材を活用した中華圏での事業展開が中台経済の一体化に伴
い、ECFA の産業協力や中台の産業架け橋プロジェクトの枠組みに入り込むなどしながら、
加速すると考えられる。また、台湾企業からグローバル市場向け製品の部品等の調達を行っ
ている日本企業は、台湾企業との共同開発や現地企業への生産委託を通じて台湾で調達し
た部品を、ECFA を利用して最終組み立て地である中国へ輸出することで、最終製品の価格
競争力を向上させることが期待できる。更には、台湾に企業顧客を持つ日本企業は、ECFA
を追い風とし台湾を輸出・開発の拠点として活用することもビジネス戦略としても有効と
図９ 日台企業ビジネスアライアンス
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考えられる。 
日本の中小企業の中には既に海外展開を行っている企業もあるが、経営資源が限られた
多くの中小企業にとっては、未知の国や地域への進出は高いリスクが伴うことから、海外
展開は進んで来なかった。近年、中台関係の改善が進展する中、こうしら中小企業が中国
など新興市場で新たな事業展開を図っていく上で、日本と台湾の企業がアライアンスを組
んでお互いの強みを活かし弱みを補完し合って力関係を構築していくことは、中小企業の
海外展開にとって極めて有効な選択肢の一つであろう。 
当然ながら、日本企業が実際にアライアンスを検討する際には、業種や企業戦略を踏ま
えて過去の事例を参考にしながら、企業自らアライアンスのシナリオを描くことが重要で
あろう。台湾のパートナー企業との信頼関係や双方の強みを活かした補完関係の構築の可
能性、更には実務からトップレベルまで共通のビジョンを持てるかどうかもビジネスアラ
イアンスを構築する上で欠かせないであろう。 
 
 
５．終わりに 
 
 2012 年 1 月の台湾の総統選で、国民党公認の馬英九・呉敦義ペアが野党候補を退けて当
選した。馬英九総統は 2 期目 4 年間の施政方針演説で、中台関係について「統一せず、独
立せず、武力を行使せず」の三つのノーの理念による現状維持を引き続き対中政策の原則
とする方針を強調する一方、ECFA 関連の関税引き下げ品目の拡大など具体化の協議を早急
に進めるとし、経済を軸とした融和姿勢の継続を表明した。 
一方、中国では 2012 年 11 月上旬に開催された中国共産党第 18 回党大会において、台湾
との関係について「両岸の和平に向けて協議を始めよう（胡錦濤前総書記の党大会での活
動報告）」と台湾側に呼びかけると共に、2010 年に締結した中台の ECFA に関し、「物品」「サー
ビス」などの４分野で関税撤廃や規制緩和に関する協議を 2013 年中の完了（陳銘徳商務相
の記者会見）を目指す意向を示しており、引き続き台湾との経済関係を拡大する方針であ
る。 
2012 年は、尖閣諸島（中国名：釣魚島、台湾名：釣魚台列島）の領有権をめぐって日中
台間で緊張が高まった一年となった。同年 8 月、馬英九総統は尖閣諸島を含む東シナ海地
域の持続的平和と安定、経済の発展と繁栄、海洋生態系の永続的な保護、関係国の共存共
栄を促進させるための「東シナ海平和イニシアチブ」を提起した。対立をエスカレートせ
ず、平和的手段で論争を処理し、関係国間でコンセンサスを得たうえで「東シナ海行動基
準」を定め、東シナ海の資源を共同開発するためのメカニズムを構築することを呼びかけ
た。日本については、日台間の漁業協定の締結へ向けた交渉を求めるなど中国とは異なる
姿勢で臨んでいる。馬英九総統は、尖閣諸島の領有権問題で中国大陸と連携せず、日台関
係の悪化を望まないことを表明すると共に、台湾と日本との「特別なパートナー関係」の
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維持、継続を唱えている。これらの点からしても、日本企業と台湾企業の提携は民間レベ
ルでの良好な日台関係の維持、継続は地域の政治や外交関係の安定化に寄与する可能性は
大いにあると思われる。 
今、経済のグローバル化が拡大する中、中国を始めとするアジアの新興国は急速な成長
を遂げ世界経済の牽引役を担っている。日本企業は、このような時代の流れを的確に汲み
取り、これまで構築してきた台湾企業とのビジネスアライアンスの経験やノウハウを活か
し、新たなビジネスアライアンスの可能性を模索しながらアジア新興国市場の開拓に向け
た取り組みが不可欠であり、かつ有効であると考えられる。 
最後に、今後の研究課題について触れたい。本稿では、日台の経済関係と中台経済の一
体化の現状を踏まえ、これまで日台企業間で構築してきたビジネスアライアンスの状況を
考察しながら日台間の新たなビジネスアライアンスの可能性について、主にマクロな視点
から考えてみた。従って、具体的な企業調査を踏まえたビジネスアライアンスの事例に触
れることができなかった。今後は、今回の考察を踏まえながら企業調査を行い、新たな日
台ビジネスアライアンスの可能性についての実証研究を進めるべく、課題として取り組み
たい。 
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